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【第 217 回国会】令和７年５月 13 日（火）、第９回の委員会が開かれました。 

 

１ 株式会社地域経済活性化支援機構法の一部を改正する法律案（内閣提出第 18 号） 

・赤澤国務大臣（経済財政政策担当）、鈴木復興副大臣、鳩山内閣府副大臣、高橋国土交通副大臣及び政

府参考人に対し質疑を行い、質疑を終局しました。 

・採決を行った結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 （賛成－自民、立憲、維新、国民、公明、共産、有志 反対－れ新） 

・古賀篤君外５名（自民、立憲、維新、国民、公明、有志）から提出された附帯決議案について、森山

浩行君（立憲）から趣旨説明を聴取しました。 

・採決を行った結果、全会一致をもってこれを付することに決しました。 

 （賛成－自民、立憲、維新、国民、公明、れ新、共産、有志） 

（質疑者）小森卓郎君（自民）、竹内千春君（立憲）、阿久津幸彦君（立憲）、伊東信久君（維新）、林佑

美君（維新）、菊池大二郎君（国民）、堀川あきこ君（共産）、北神圭朗君（有志）、中川宏昌

君（公明）、櫛渕万里君（れ新）、齋藤裕喜君（立憲） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

小森卓郎君（自民） 

 

（１） ＲＥＶＩＣ（株式会社地域経済活性化支援機構） 

ア 能登半島地震復興支援ファンドの存続期限を 2042 年までとした理由 

イ 被災事業者に対して復興支援ファンドが担う役割 

ウ 能登半島地震復興支援ファンドに対する赤澤大臣の所見 

（２） 令和６年度能登半島地震における液状化による側方流動 

ア 地籍再調査等の現状と政府のプロジェクトチームの立上げ時期 

イ 大規模な側方流動が発生した場合の土地境界確定に係る新たな解決方法の必要性 

（３） 能登地方の復興応援割 

ア 能登地方を対象に実施する方針が石破内閣に引き継がれているかの確認 

イ 能登地方全体の復興を待たず早期に開始し、その後に残された地域も対象として再度実行する必

要性 

 

竹内千春君（立憲） 

 

（１） ＲＥＶＩＣ 

ア 目的に「大規模な災害を受けた地域の経済の再建」を明記することによる効果 

イ 大規模な災害の定義 

ウ 時限的な組織であるＲＥＶＩＣが役割を終えたと判断する基準 

エ 解散時に災害関連以外の事業の損失を政府出資が吸収する可能性があることについての政府の見

解 

（２） 災害時におけるペットとの避難 

ア ペットの避難についての政府の考え及び周知方法 

イ 自治体や住民に対する国の調査の有無 

ウ 府省庁横断的に取り組む必要性 

 

阿久津幸彦君（立憲） 
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（１） ＲＥＶＩＣ 

ア 目的規定を改正する狙い及び「大規模災害を受けた地域の経済の再建」に関する政府の認識 

イ 支援基準強化の具体的内容 

ウ 業務期限の 15 年延長の根拠、更なる延長の可能性及び恒久化の検討の有無 

エ 解散時の残余財産の取扱いに係る規定を設ける狙い 

オ 役割を終えるに当たっての判断基準及び業務終了時のあるべき姿 

（２） 休眠預金等活用制度 

ア 年間活用可能額と実績並びに災害分野での活用実績及び発災前後別の活用状況と具体例 

イ 活用に向けたＮＰＯとの連携及び制度の周知徹底の必要性 

（３） 災害対応に当たる政務三役及び地方公共団体の首長の心のケアにおける内閣府の防災監の役割 

 

伊東信久君（維新） 

 

（１） ＲＥＶＩＣと既存の民間支援機関等との役割分担 

（２） ＲＥＶＩＣのリスク管理体制に係る具体的措置及び損失発生時の責任の所在 

（３） 支援終了企業に対する自立支援策 

 

林佑美君（維新） 

 

（１） ＲＥＶＩＣの被災事業者支援に係る知見等の活用並びに被災地域の実情及び関係機関との連携強化

を踏まえた今後の支援方針 

（２） ＲＥＶＩＣの恒久化に向けた制度や運用体制の見直しに対する政府の見解 

 

菊池大二郎君（国民） 

 

（１） ＲＥＶＩＣの被災事業者支援に係る実績 

（２） 本改正案で明記される「大規模な災害」の定義 

（３） ＲＥＶＩＣによる事業再生支援と既存のなりわい再建支援施策との関係 

（４） 雇用機会の確保に配慮した事業再生支援の必要性 

（５） 公平性や地域の実情を配慮した支援基準を定める必要性 

（６） 被災地域の特殊性を踏まえた事業再生支援についての政府の見解 

（７） 地域金融機関等との官民連携の必要性ついての赤澤大臣の見解 

 

堀川あきこ君（共産） 

 

（１） 東日本大震災の中小企業等グループ補助金の自己負担分に係る無利子貸付融資の返済が滞っている

現状の把握状況並びにその原因及び対策 

（２） ＲＥＶＩＣ 

ア 当初策定した事業再生計画どおりに再建が進んでいない事例及びその対策 

イ 被災事業者のなりわい再建のための支援の在り方に対する赤澤大臣の見解 

 

北神圭朗君（有志） 

 

（１） 規模の小さい中小企業に対するＲＥＶＩＣの支援の状況 

（２） 事業再生計画の円滑な策定に資する実効性ある支援基準を定める必要性 
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中川宏昌君（公明） 

 

（１） 目的規定の改正によるＲＥＶＩＣの今後の災害対応への具体的効果 

（２） 今後見直しが行われる支援基準の具体的内容 

（３） 次なる大規模災害を見据えたＲＥＶＩＣの今後の取組及び地方自治体との連携体制の強化策 

（４） ＲＥＶＩＣ解散時に政府出資が損失を吸収する制度の意義 

（５） 過去の災害におけるＲＥＶＩＣの取組に対する政府の評価及び知見を業務に反映するための具体的

方針 

（６） 地方創生の視点に立った被災地支援の必要性 

 

櫛渕万里君（れ新） 

 

（１） 法が中小企業の救済を目的としていることの確認 

（２） 倒産件数とＲＥＶＩＣの支援件数を比較した上でのＲＥＶＩＣに対する赤澤大臣の評価 

（３） ＲＥＶＩＣが関与した事業再生案件におけるリストラの状況 

 

齋藤裕喜君（立憲） 

 

（１） ＲＥＶＩＣ 

ア 業務の期限延長の理由 

イ ＲＥＶＩＣが出資するファンドの運営状況の把握及び経営改善指導の有無 

ウ 能登半島地震復興支援ファンドによる現在の支援状況 

エ 支援基準強化の具体的内容 

オ 解散時の残余財産の取扱い 

（２） 福島県産米の低廉な価格の現状及び昨今の主食用米価格高騰による主食用米、備蓄米、飼料用米の

生産者間の所得格差についての鈴木副大臣の見解 

 

２ 参考人出頭要求に関する件 

・東日本大震災からの復興・防災・災害に関する総合的な対策に関する件について、参考人から意見を

聴取することに協議決定しました。 

 


